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支援業務に係る事業計画 

【支援業務の概要および実施の方法に関する事項】 

（住宅確保要配慮者からの対価を得て行う場合においては、当該業務の内容、対価および提供

の条件に関する事項を含む） 

１．入居相談 

要配慮者の情報を得て、関係者へ入居相談支援シートを共有後、内見日の調整、相談対応  

２．内見付添 

希望先の物件の内見に付添い 

３．入居申込付添 

入居申込、見守りサービス付家賃債務保証審査申込 ※転居サポート（手続や業者手配等）が

必要の際はコーディネート料（家賃 1ヶ月分及び最低 10,000円が必要）  

４．賃貸契約付添 

契約締結、重要事項説明、緊急連絡先の提供 ※見守りサービス付き家賃債務保証：保証会社 

ナップ賃貸保証株式会社、初回登録事務手数料 6,600円（税込）月額 4,180円（サービスプ

ラン：うちのもんＡｉｒ利用時） 

５．入居対応 

入居日決定、入居までの予定共有、鍵預かり 

６．見守支援 

ＩＣＴ機器を利用して見守りを開始し、契約プラン に応じて定期訪問、定期連絡、専門家紹

介、報告書作成、緊急連絡先提供などを実施する。 

 

【地方公共団体との連携、他の居住支援の関係者（民間賃貸住宅への円滑な入居の促進に資す

る活動を行う者、福祉に関する活動を行う者）との連携に関する事項】 

※福井県、敦賀市住宅部門、敦賀市福祉部門との連携 、敦賀市居住支援協議会との連携、福井

県居住支援法人協議会への協力 

※日章土地との連携（みまもり支援付き家賃債務保証の提案） 

※福井居住支援法人ネットワーク協議会との連携 ・行政及び法人間の情報共有 ・全国の居住

支援活動等の情報共有 

※一般社団法人全国居住支援法人協議会への参加 ・斡旋される勉強会への参加等 

 

【支援業務に係る人材の確保および資質の向上に関する事項】 

１．法人内勉強会を実施し、居住支援担当者以外にも知見を有する人材を増やす。 

２．見守り支援契約者が増えた場合には、専属の職員を置き、採用募集する。 

３．居住支援事業を運営する上で、各種関連団体の研修会や勉強会へ積極的に参加して関連法

規も含めて把握するように努める。 

４．福井居住支援法人ネットワーク協議会の活動 単独で解決できない場合にも福井県内におけ

る居住支援法人間の連携を行うことで、支援業務に繋げる。 

 


